


歴史的な汚点を残す

　１月６日。ドナルド・トランプ
大統領（当時）の熱狂的な支援者
による米国連邦議会議事堂への乱
入事件が起こり、ワシントンに衝
撃が走った。
　米国が議会制民主主義のモデル
国家であるだけに、世界に与える
影響は測り知れないものがある。
特に、米国の議会制民主主義を国
造りの最高のモデルにしている開
発途上国に与える影響は大きい。
　かつて米ソ対決の東西冷戦時
代には、米国をはじめとする西
側陣営は議会制民主主義を掲げ
て、東側のソ連陣営と独立間も
ない第三世界（途上国グルー
プ）を挟んで、陣取り合戦を展
開した。ところが、今では中国
の独裁的な習近平体制がかつて
のソ連、現在のロシアと交代す
るように、米国と対峙する時代
を迎えている。
　そういう新しい時代の中にあ
って、自由世界のチャンピオン
国家である米国の、しかも最高

の国家政策決定の聖域とも言え
る議会議事堂が共和党系の心無
い暴徒に荒らされたことは、米
国の民主主義を信奉する者にと
って、絶対に許されるものでは
ない。
　これは、米国建国以来の“歴史
的汚点”、また“民主主義への恥
辱”になったとも言える。さらに
は、普遍的な“議会制民主主義へ
の恥辱”と言っても過言ではない。
これで、トランプ前大統領の名誉
をはじめ、その政治生命も永久に
葬り去られることになろう。同時
に、将来の共和党への悪影響も測
り知れない。
　さて、私たち途上国援助の歴史
の中にあって、米国をはじめとす
るヨーロッパ、日本など先進諸国
は、多くの援助を必要とする途上
国に対して、議会制民主主義の道
を説きながら、新しい国造りを支
援してきた。多くの途上国は国造
りの過程で一時的に独裁国家にな
っても欧米・日本などの援助を受
けながら民主主義、自由主義に基
づく資本主義国家への道を切り開

いてきた。

途上国へのショック

　ミャンマーでは２月１日、軍部
クーデターで民主政権が倒され、
目下混乱状態に陥っているが、か
つての東南アジアにおいては典型
的な例として、フィリピンのマル
コス独裁政権、インドネシアのス
ハルト独裁政権も一つの時代を経
て議会制民主主義国家へ移行する
という歴史をたどっている。
　また、中近東、アフリカにおい
ても絶対的な独裁国家は徐々に姿
を消している。このように、第三
世界においても若干の温度差はあ
ったとしても先進国の議会制民主
主義を選択する国々が増えている。
　先にも述べたように、第二次世
界大戦後、米国はヨーロッパ諸国、
日本と共に自由、民主主義を掲げ
て第三世界の国造りを支援してき
た。今では第三世界（第一世界は
先進国グループ、第二は社会主義
国グループ、第三は途上国グルー
プ）の中から経済発展レベルでは
中国、インド、ブラジルのように

中進国から先進国に近づいている
国々も現われている。
　かつて世界の富の３分の１しか
占めていなかった第三世界は、今
では世界の富の半分以上を占める
ほどに発展した。しかも、その多
くが議会制民主主義を選択してい
る。かつてソ連の支配下にあった
東欧諸国でも議会制民主主義に近
づく国々が増えている。
　その中でも、共産主義の元祖ロ
シアは、今ではその座を中国に譲
っている。ところが、頑固に共産
主義政権を、しかも独裁的に守り
通している中国の習近平政権は、
「一帯一路」戦略を掲げて、自由
世界のスキを突くように、アフリ
カ大陸や中近東、太平洋に「一帯
一路」のネットワークを次々と構
築しようとしている。
　話は少々脱線するが、ただ、中
国の戦略的な現在の行動パターン
は、かつてのソ連のように、途上
国を革命で強引に社会主義化しよ
うというよりも、中国の世界戦略
「一帯一路」の一端を背負わせる
経済的動機の方が強いように見受
けられる。
　さて、米国は中国に対して、昔
から貿易相手国として、また、戦
前（第二次世界大戦）においては
旧日本軍の中国大陸侵攻時代から
蒋介石軍や毛沢東抗日ゲリラグル
ープを支援するなど、中国に対し
て歴史的に見て一種の寛容さを見
せてきたとも言える。
　しかし、これからの米国は、社
会主義大国として発展し、米国の
世界的なヘゲモニーを脅かす存在
になった中国に対して、これまで

のような見通し
の甘い対応は許
されない立場に
追い込まれてい
る。
　そうした状況
下で起こった今
回のような前代
未聞の議事堂襲
撃事件は、ヨー
ロッパ、日本な
どの先進国は言うまでもなく、議
会制民主主義国家づくりを進めて
いる多くの途上国にも、大きなシ
ョックを与えている。
　ある意味で、冷戦時代、そして
南北問題の時代を通じて構築され
てきた議会制民主主義への信頼度
が、今回の非民主主義的な国会議
事堂襲撃事件で途上国を中心に民
主主義への不信となって広がらな
いか懸念する。

世界をリードする責任

　日本も戦後、国のあり方を改め
て議会制民主主義を守って経済発
展してきた。そして、日米同盟を
背景に、東南アジアとの関係を強
化しながら、資本主義的な経済ブ
ロック、さらに政治的なブロック
となる東南アジア諸国連合
（ASEAN）の形成を支援してき
た。そして、これらの国々は少な
くとも米国の議会制民主主義の影
響を受けている。
　こうした歴史を振り返って見る
と、議会制民主主義の大本山とも
言うべき米国での議事堂襲撃事件
は、これまでの米国の世界規模で
のリーディング・カントリーとし

ての信頼を大きく傷付ける恐れが
ある。米国の足元とも言うべき中
南米諸国をはじめ、アジア、中近
東、アフリカなど多くの途上国へ
与えた影響は大きい。
　なかでも米国の議会制民主主義
に日頃から疑念を抱く国の多い中
南米諸国には、アジアなど他の地
域と異なる反応が見られたかもし
れない。例えば、トランプ前大統
領が強引に国境の壁をつくったメ
キシコには、他と異なる感情、見
方が生まれたに違いない。また、
キューバもその一国かも知れない。
それゆえに、この事件で米国民主
主義への信頼が大きく崩れないこ
とを祈るだけである。
　したがって、第46代のジョセ
フ・バイデン米国大統領の責任は
一段と重くなろう。世界をリード
する責任国家として、議会制民主
主義の正当性を世界に見せていか
なければならない。そうでないと、
健全な自由、平等の人類の理念が
萎えることになりかねない。そし
て、世界が混沌の世界に陥らない
ためにも、米国の自由・民権の思
想が健全であってほしいと願うの
は筆者だけではないだろう。

懸念される途上国への悪影響
米国議事堂への乱入事件
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2000年１月の訪米時、ワシントンの会議場から撮影した米国連邦議会議事堂　



円借款を活用して整備されたバヌアツのポートビラ港ラペタシ国際多目
的埠頭。自由で開かれたインド太平洋（FOIP）で目指す連結性強化の
取り組みの一つにも位置付けられている。写真はまだ工事が実施され
ていた2017年の様子。翌18年に竣工されている＝編集部撮影
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特集

進むインド太平洋の
"地殻変動"

FO I Pに問われる経済協力
昨今、日本政府が一層の推進に取り組む「自由で開かれたインド太
平洋」（FOIP）。米豪とはインフラ投資での連携も徐々に進んでお
り、地域の安全保障だけでなく経済協力の側面にも注目が集まり
つつある。バイデン政権の誕生も相まって新たな“地殻変動”の兆
しを見せるこの地域に、日米豪印はどう関わっていくのか。各国の
動きを探りつつ、今後求められる経済協力の在り方を考察する。

　ジョシュア・カーティン氏

3．総論
求められる共創のビジョン

2．日米豪印の方向性
日本：デジタルやエネルギー中心に案件組成
米国：USDFCで民間主体の事業を推進

豪州：“伝統的分野”からインフラ推進へ

インド：モディ政権で加速する開発協力

日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携日本の連結性構想と動き出した日米豪連携

＜Voice＞
米国開発金融公社（USDFC） インド太平洋地域課 マネージングダイレクター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジョシュア・カーティン氏

1．FOIPの展望
対中牽制にとどまらない包括的戦略に
政策研究大学院大学（GRIPS） 学長　田中 明彦氏

＜Voice＞
駐日オーストラリア大使館 通商経済部 一等書記官　リザ・ワッツ氏

 政治部 二等書記官　ジョアン・マクミラン氏

＜Voice＞
元インド外交官　グルジット・シン氏

＜Voice＞
東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） 事務総長　西村 英俊氏



進むインド太平洋の“地殻変動”～FOIPに問われる経済協力

東京大学教養学部卒業後、マサチューセッツ工科大学で政治学博
士号を取得。東大教授、東洋文化研究所所長、同副学長などを経
て、2012～15年、国際協力機構（JICA）理事長。17年から現職
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中国が自らの市場の大きさを利用し、
権威主義的な展開を押し付けるの
を防ぐ必要がある。その意味で「自
由で開かれた」という形容詞をつけ、
守るべき方向性を示している。
　外交戦略として考えると、日本が
大事にしている価値観を示しながら、
可能な限り多くの国に参加してほし
い。そのためにはさまざまな政策を
組み合わせ、インクルーシブな形に
していく必要がある。SDGsや人間
の安全保障など多くの人を巻き込
める考え方を基に共同行動を進め
ていくことが重要だ。　
　前述のAOIPも非常に近い考え
方だ。ASEANは政治体制が異なる
国の連合なので、コンセンサスを作
りながら進めており、日本のFOIPと
親和性がある。他方、中国の経済協
力のマイナス面や軍事拡大など強
圧的な言動は抑制してもらう形を作
らないといけない。そのためにはあ
る種の安全保障の仕組みが必要だ。
日本が米国との同盟を確固たるも
のにし、豪、印との安保協力を強化
して「こちらも強い」ことを見せ、中
国には現在の行動をもっと責任感
あるものへと抑制してもらうのだ。
　最近は英、仏、独のような欧州諸
国もFOIPに強い関心を持っており、
望ましいことだ。彼らが関心を持ち
始めたのは、必ずしも反中になった
からではない。前述のような経済ダ
イナミズムを有するインド太平洋と
つながりを持つ一方、この地域を火
薬庫にしたくないという認識がある
からだ。
　そして日、米、豪、印の４カ国で構
成するQUADでは新たに首脳会議

（サミット）プロセスを創設し、将来は
英、仏もメンバーに加えることを検
討すべきである。サミットには強いメ
ッセージ性があるからだ。さらに首
脳のコミットメントに基づき、閣僚・高
級事務レベルでインド太平洋構想
の諸問題に関する協力の強化、第
三国協力の枠組み構築、他の関係
国（欧州連合、カナダ、ニュージーラ
ンドなど）との連携を進めるべきだ。

中進国の相互学習の触媒に

―日本は、FOIPを経済協力の枠組
みとしても強化する役割を果たすべ
きでしょうね。
　日本は従来、取り組んできたこと
を大きく変えなくてよい。日本が開発
協力に提供している資金は重要で、
アジア開発銀行（ADB）と合わせた
アジアでのファイナンスは大きく、条
件面も優れている。中国も開発協力
に多額の資金をつぎ込んでいるが、
資金提供しているのは「商業銀行」
だと言っており、スリランカなどの例
を見ると、金利は割高で返済期間は
短い。エチオピアでは返済が困難に
なり、中国は繰り延べにした。日本は
基礎的インフラのほか、技術協力も
人材養成も努力してきた。それを継
続的に今後も進めていくべきだ。
　その一方、インド太平洋地域はサ
ブサハラまで入れると後発途上国
が多いが、上位中所得国も増えてお
り、一方的援助だけ考えていれば良
いわけでない。中進国が抱える課題
は日本が抱える課題と直結しており、
日本が学ぶべき点も多い。相互学
習をしていく上で日本は良い触媒に
なれる。南南協力や三角協力と言わ

れる多国間協力を一緒に進めるこ
とが大事だ。

―2018年に日中で合意した第三国
市場での日中協力については、どう
お考えですか。　　
　日中が第三国で連携して援助す
るものが出てくればいいが、なかな
か良い案件が出てこない。中国財
務部などがもう少し透明性を向上す
れば、日本は政府開発援助（ODA）
と協調融資がしやすくなるかもしれ
ない。また、どんなインフラにせよ、
最終的には民間企業が連合体を組
んで参加するので、民間同士で連
携できればいい。だが、経済協力の
受け入れ国側は、日中を競わせる方
がコストも割安になり、得だと考える
傾向もある。
　他方、日本が最大の資金拠出を
しているADBと中国主導のアジア
インフラ投資銀行（AIIB）は多くの
協調融資を実施している。これは
「日中の協調プロジェクト」でもあり、
日中協力の可能性を示していると
言えるかも知れない。

―最後に、大学の役割についてど
うお考えですか。
　GRIPSも含め、日本の大学では
アジアとアフリカの留学生が一緒に
勉強しており、良い人脈を築く機会
を提供している。行政官も多く、各国
政府の中堅幹部になる人材だ。今
後、アジアとアフリカのフォーラムな
どに発展する接点を創っており、日
本はその意味でもFOIPの人材育
成と交流の触媒になっていけると思
う。

ASEANのFOIP理解が契機に

―GRIPSのシンクタンク、政策研
究院は2019年末にインド太平洋研究
会を設けて討議を進めてきました。
そのきっかけは何ですか。
　19年６月に東南アジア諸国連合
（ASEAN）が発表した「インド太平
洋に関するASEANアウトルック
（AOIP）」が一つの契機になった。
FOIPには従来、米国、オーストラリ
ア、インドが支持を示していたが、日
本外交の重要な柱であるASEAN
も理解を示したことを受け、FOIPの
構想をもう一段、肉付けすべきだと
思った。特にAOIPとの間では海洋
協 力 、持 続 可 能な開 発目標
（SDGs）、連結性、地域経済統合、
マクロ経済・金融などの分野で
FOIPとの相乗効果を高める協力
の具体化を考えた。
　FOIPについて、日本政府は具体
的な政策文書を出していない。名前
も、当初は自由で開かれたインド太

平洋「戦略」と言っていたが、それが
「構想」に変わった。戦略とか細か
いことを言うと、参加をためらう国も
あると思ったようだ。しかし、最近は
構想とさえも言わず、概念だけ言う
ようになった。政策追求としてはそん
なやり方もあり得るが、民主主義国
としては国民や外国の理解を得るた
めに包括的な戦略を示す文書が必
要だと思った。

SDGsや人間の安全保障も含めて

―FOIPは中国に対抗する戦略だと
考える人が多いですね。
　単に一帯一路に対抗する対中牽
制外交と捉えると、矮小かつ近視眼
的になる。21世紀において日本国
民の繁栄を追求する上で、インド太
平洋地域を重視していくのは必然
的だ。世界経済の中心はかつての
北部大西洋から20世紀に太平洋に
転じ、さらに新興工業経済地域
（NIES）や改革開放を遂げた中国
が躍進するアジア太平洋が中心に

なった。1989年に日、豪、ASEAN
が連携してアジア太平洋経済協力
（APEC）を作ったのも、そんな世界
経済の動きを反映した。
　今ではインドなど南アジアやアフ
リカのサブサハラ地域も人口が増え、
市場と経済のダイナミズムが拡大し
ている。日本は国内に閉じこもって
いても繁栄できない。インド太平洋
に視線を向けるのは当然だ。この方
向性は21世紀初頭から現れており、
政策的には安倍晋三前首相による
2007年のインド国会での演説、「二
つの海の交わり」が出発点だった。
FOIPは、中国が一帯一路を言い出
す前から提唱されてきたのだ。
　もちろん中国がインド太平洋で重
要な役割をしているのは間違いない。
この地域のほとんどの国にとって最
大の貿易相手国である中国が、健
全な発展を続けるのは大事なことだ。
他方、中国が国内の強権体制を強
化し、軍事力拡大によって不安定を
招いているのは紛れも無い事実だ。

政策研究大学院大学（GRIPS）政策研究院インド太平洋協力研
究会は2020年10月、「ポスト・パンデミックのインド太平洋の国際
秩序の安定と国際協力の推進に向けて」と題した政策提言を日
本政府に提出した。その背景と「自由で開かれたインド太平洋
（FOIP）」の将来展望について、田中明彦GRIPS学長に聞いた。
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史）
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FOIPの展望1

政策研究大学院大学（GRIPS） 学長　田中 明彦氏

欧州も招き入れ、サミット開催で
メッセージ発信を

対中牽制にとどまらない
包括的戦略に


